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増減率科 目 令和２年度予算額 令和元年度予算額 増減額

扶 助 費 32億544万8千円 32億1,189万2千円 ▲644万4千円

人 件 費 30億6,699万3千円 24億9,902万5千円 5億6,796万8千円

投 資 的 経 費 28億7,116万2千円 13億9,320万5千円 14億7,795万7千円

物 件 費 20億8,845万6千円 23億9,878万7千円 ▲3億1,033万1千円

繰 出 金 16億3,985万4千円 15億3,010万2千円 1億975万2千円

10億3,223万6千円 ▲9億8,997万円

補 助 費 等 13億8,545万9千円 13億7,596万6千円 949万3千円

合 計 153億4,071万4千円 145億5,513万円 7億8,558万4千円

維 持 補 修 費 1億6,006万4千円 1億5,936万5千円 69万9千円

そ の 他 4,226万6千円

公 債 費 8億8,101万2千円 9億5,455万2千円 ▲7,354万円

歳出総額 

153 億 4,071 万 4 千円 



 
 
○扶助費（▲644 万 4 千円） 
・障がい者⾃⽴⽀援給付事業 利⽤⾒込の増などにより介護・訓練等給付費が増加（+約 3,100 万円） 
・災害援護事業  

平成 30 年 7 月豪雨及び台風第 21 号にかかる町被災者⽣活再建⽀援⾦が皆減（▲約 2,100 万円） 
・児童手当給付事業 児童数の減少により児童手当費が減少（▲約 1,600 万円） 
 
○人件費（+５億 6,796 万 8 千円） 
・非常勤職員関係事業 

会計年度任⽤職員制度の開始により会計年度任⽤職員報酬が皆増（+約 5 億 2,000 万円） 
・職員給与関係事業  

定年退職者数の増による退職手当の増加など（+約 3,400 万円） 
 
○投資的経費（+14 億 7,795 万 7 千円） 
・熊取駅⻄整備事業 施設整備工事費、⽤地購入費及び物件移転等補償費の増加（+約 13 億 7,500 万円） 
・⺠間保育所等助成事業 

⺠間認定こども園の建替に伴い、⺠間保育所施設設備整備費等補助⾦が皆増（+約 2 億 7,200 万円） 
・小学校大規模改造事業 東小学校大規模改造工事にかかる大規模改造工事費が皆増（+約 7,400 万円） 
・庁舎維持管理事業 

多目的トイレの設置及び庁舎北館外壁改修にかかる庁舎改修工事が皆増（約 5,700 万円） 
・し尿処理場運営事業  
し尿処理広域化に係る泉佐野市⽥尻町清掃施設組合事務委託準備負担⾦が増加（+約 5,400 万円） 
・小学校維持管理事業 

小学校のトイレ洋式化改修に伴う維持修繕工事費が減少（▲約 2 億 9,600 万円） 
・保育所運営事業 中央保育所大規模改修に係る工事請負費が皆減（▲約 1 億 2,100 万円） 
・道路維持事業 橋りょうの修繕にかかる工事費の減少など（▲約 1 億 1,800 万円） 
・体育施設維持管理事業 

総合体育館中央制御盤の改修に伴う維持修繕工事費が皆減（▲約 4,200 万円） 
 
○物件費(▲3 億 1,033 万 1 千円） 
・学童保育運営事業 学童保育所指定管理委託料の増加（+約 5,000 万円） 
・固定資産税賦課事業 評価替えにかかる路線価更新等業務委託料が皆増（+約 2,000 万円） 
・建築一般事務経費 ⽼⼈憩いの家耐震補強事業にかかる⼈材派遣委託料が皆増（+約 1,000 万円） 
・非常勤職員関係事業 

会計年度任⽤職員制度の開始により賃⾦が廃⽌（▲約 3 億 7,900 万円） 
・選挙運営事業 町⻑選挙などの各選挙の皆減（▲約 6,400 万円） 
・道路維持事業 道路管理システム更新委託料の皆減（▲約 1,500 万円） 
 
○繰出⾦（+1 億 975 万 2 千円） 
・介護保険特別会計繰出事業 保険給付費の増などにより増加（+約 7,700 万円） 
・保険基盤安定繰出事業 国⺠健康保険にかかる保険基盤安定負担⾦が増加（+約 1,000 万円） 
 

増減の主なもの 


